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新「命を守る」防災教育の推進 
 
 
１ 事 業 費   ２６，５００（前年度   ０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 26,500    委託料 25,500（業務委託） 
                   報償費   560（委員等謝金） 

旅費    350（委員等旅費） 
 
２ 背景・事業目的 

「想定外の常態化」ともいうべき自然災害の現状を踏まえ、たとえ大
規模災害が発生したとしても県民の命を守り、命をつなげるためには、
「自助」、「共助」によるソフトパワーの底上げを図っていく必要がある。 

そのため、ハザードマップを「確認する」、防災訓練に「参加する」な
ど具体的な目標を盛り込んだ新たな行動計画を定め、「災害から命を守る
岐阜県民運動」として全世代に向け展開していく。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）防災教育推進費（25,000 千円） 
行政、防災関係団体、事業者、学校、有識者等で構成する推進母

体を新たに設置し、県民運動を全県展開する。 
○推進母体において行動計画を定め、そのキックオフとして 
「ぼうさいキャラバン」を５圏域で展開する。 

時期：令和２年７月から（予定） 
内容：ハザードマップを使った図上訓練 

避難所生活体験（段ボールベッド、エアーマット等） 
備蓄食料の試食、家具固定の実演 

 ○市町村や企業と連携し、各種防災イベントや防災訓練等への参
加に応じて「ぼうさいポイント」を付与し、ポイントに応じた
インセンティブを設けることにより、県民の参画を促す。 

  〇防災教育推進のための副読本を作成する。 
 

（２）広域防災センターリニューアル事業費（1,500 千円）  
老朽化・陳腐化が著しい県広域防災センターの展示内容について、

抜本的な見直しを図り、防災教育の拠点としての機能を強化する。 
 
 
 
 

所 属 危機管理部危機管理政策課・防災課 

係 名 政策企画係・地域支援係 内線 2414・2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 

        ○広域防災センター運営費 

         広域防災センター運営費 
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住民主体での避難対策の強化 
 
 
１ 事 業 費    ８，３２５（前年度 ３，３６０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 8,325     委託料 4,932（業務委託） 
                   報償費 2,016（講師謝金） 
                   需用費  724（印刷製本等） 

 
２ 背景・事業目的 

令和元年台風第１９号において、逃げ遅れによる多数の人的被害が発
生したことを踏まえると、住民一人ひとりが浸水害、土砂災害、想定震
度といった災害リスクを我が事として捉え、適時・適切な避難行動につ
なげていく取組みの重要性が改めて浮き彫りとなったところである。 

そのため、住民自らがあらかじめ避難のタイミングと手順を定める「災
害・避難カード」を作成する取組みを加速させる。また、南海トラフ地
震臨時情報発表時の備えを促すため、自らの災害リスクが把握できるよ
う、岐阜県総合防災ポータルの改修による機能拡充を行う。 

 
３ 事 業 概 要 

（１） 災害避難計画作成支援事業費（3,360 千円） 
住民と市町村が主体となった地区避難計画の作成や住民一人ひと

りが避難の手順について考える「災害・避難カード」を作成する取
組みを市町村に広く普及するため、講師の派遣や助言を実施する。 

 
新（２）南海トラフ地震避難対策支援事業費（4,965 千円） 

南海トラフ地震臨時情報発表時に、個々の状況に応じた適切な避
難行動がとられるよう、岐阜県総合防災ポータル上に災害リスクを
容易に把握できる機能を追加する。 

・南海トラフ地震の想定震度と土砂災害特別警戒区域等を重ねて
地図上に表示 

・郵便番号での検索により、居住している地域の災害リスクを表 
 示 

 
 
 

所 属 危機管理部危機管理政策課・防災課 

係 名 政策企画係・地域支援係 内線 2414・2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 



－危機３－ 

所 属 危機管理部消防課 
係 名 消防係 内線 2471 

 
 

消防団員確保対策の推進 
 

 

１ 事 業 費  ６２，５６０（前年度 ６９，７７０） 
【財源内訳】     【主な使途】 

一般財源 62,560   補助金 54,860（市町村等補助金） 
 

２ 背景・事業目的 

地域防災の要となる消防団が果たす役割の重要性が高まっている一方

で、人口減少・少子高齢化により、団員確保は一段と厳しさを増してい

る。 

そのため、消防団への加入促進に加え、多様な人材の参画を促すため

の取組みを推進する。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）消防団加入促進事業費補助金（46,860 千円） 

消防団員確保のための活動を展開している消防団に対し、新規入

団者数に応じた支援金を交付する。 

（２）消防団員雇用貢献企業報奨金交付事業費（7,700 千円） 

     過疎地域の消防団員である従業員が前年度より増加した企業に加

え、新たな団員を確保した企業に対しても報奨金を交付する。 

（３）機能別分団導入促進事業費補助金（4,000 千円） 

     大規模災害団員に加え、学生、外国人など多様な人材の参画によ

る消防団員確保に取り組む市町村に対し、資機材の購入などに係る

経費を助成する。 

（４）女性消防団員充実強化事業費補助金（4,000 千円） 

     軽自動車や軽可搬ポンプの整備など、市町村が実施する女性消防

団員が活躍しやすい環境整備等に対し助成する。 

（５）消防団協力事業所支援減税制度の延長 

     「岐阜県消防団協力事業所の支援のための事業税の課税の特例に

関する条例」を２年間延長し、県の認定を受けた事業所に対して事

業税を減免する。 

 

 
（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(2)消防指導費 

（明細書事業名）○一般指導費 

消防関係団体指導費 
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総合的な大規模停電対策の推進と避難所生活環境の向上 
 
 
１ 事 業 費   ５０，０００（前年度 ３０，０００） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 50,000    補助金 50,000（市町村補助金） 
 
２ 背景・事業目的 

令和元年台風第１５号に伴う大規模かつ長期にわたる停電は、水道ポ
ンプ停止による断水、各種通信基地局の通信途絶など広範にわたる二次
的被害をもたらし、住民生活に多大な影響を及ぼした。 

そのため、危険樹木の事前伐採による停電防止対策に加えて、停電発
生の影響を可能な限り軽減するため代替電源の確保策や県民へのきめ細
かな情報提供などについて、電力会社、市町村等と連携し、総合的な対
策を推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１） ライフライン保全対策事業費補助金（30,000 千円）  
送電線の損傷によって広範囲又は長期間にわたる停電が想定され

る箇所を中心に市町村が実施する危険樹木伐採事業に対し助成する。 
負担割合：県（１／４）、市町村（１／４） 

電力会社（１／２ ※市町村への負担金） 
 
新（２）避難所生活環境確保事業費補助金（20,000 千円）  

市町村が行う避難所の停電対策に必要な資機材整備及びプライバ
シーを確保するために必要な資機材整備に対し助成する。 

補助率：１／２ 
補助対象経費：①避難所の停電対策 

例）発動発電機、スポットクーラー、 
災害対応充電器 

             ②避難所のプライバシー確保対策 
              例）パーテーション、簡易型避難用テント、 
                避難所用ロールマット 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 災害対策係・地域支援係 内線 2744・2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 
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新 災害初動対応力の強化 

 
 
１ 事 業 費  １３６，８４０（前年度    ０） 
            【財源内訳】   【主な使途】 
            県債  131,800 委託料   131,868（ｼｽﾃﾑ再構築） 

一般財源 5,040  備品購入費  2,488（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末） 
役務費     1,255（通信費） 

 
２ 背景・事業目的 

災害発生時に被害を最小限に抑えるためには、市町村長のリーダーシ
ップのもと、雨量、河川水位などの災害リスク情報の迅速な把握とこれ
に基づく的確な避難情報の発令、応急復旧対応や支援要請といった初動
対応力の強化が不可欠である。 

また、災害時に市町村へ派遣する県職員による情報収集・伝達の迅速
化・効率化などを図る必要がある。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）防災連携トップフォーラム事業費（731 千円）  
    危機管理意識の醸成・災害対応力の強化を図るため、市町村長を

対象に近年の台風災害等の教訓を題材とした講演会や意見交換会等
を実施する。 

（２）被害情報集約システム再構築事業費（131,975 千円）  
  現行システムの老朽化更新を機に、気象台等とのシステム接続に

よって雨量、河川水位、土砂災害危険度分布等の情報を自動取得し
て、災害リスクの高まりをグラフ化や地図表示による「見える化」
することで、市町村での的確な避難情報発令を支援するとともに、
発令情報等をＳＮＳや総合防災ポータルなど多様な媒体に一斉配信
が可能なシステムとするための再構築を行う。 

  運用開始時期：令和３年度から 

（３）災害時等情報連絡体制整備事業費（4,134 千円）  
台風接近時や地震発生時に市町村へ派遣する県の情報連絡員が迅

速に情報収集及び伝達を行えるよう、可搬性に優れたタブレット端
末を新たに県事務所へ配備する。 

 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 地域支援係・災害対策係 内線 2746・2744 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 

○自治体衛星通信施設管理費 

         被害情報集約システム管理費 



－危機６－ 

所 属 危機管理部消防課 
係 名 消防係 内線 2471 

 
 

新 消防職員・消防団員の災害対応力の強化 
 

 

１ 事 業 費  １，５４７（前年度    ０） 
【財源内訳】     【主な使途】 

一般財源 1,547    需用費 1,388（資機材購入費） 
 

２ 背景・事業目的 

令和元年台風第１５号では、家屋屋根の破損被害が広範囲にわたって

発生し、応急対策に多くの人材が必要となる事態が生じた。そのため、

このような災害発生時の出動に備え、消防職員の対応力を強化するため

の教育訓練を行う必要がある。 

また、消防団員による救助用資機材を用いた機動的な活動が必要とな

る事案に備え、資機材の取扱いに習熟するための教育訓練を行う。 

 

３ 事 業 概 要 
  消防職団員能力向上対策事業費（1,547 千円） 

・消防職員を対象に、家屋屋根の応急対策（ブルーシートの展張）に

必要な知識・技術の習得及び活動の際の安全管理等に係る教育訓練

を県消防学校において実施する。 

・消防団員を対象に、救助用資機材のうち、特に取扱いに注意が必要

となるチェーンソー及びエンジンカッターについて、安全かつ適正

な取扱いに係る教育訓練を県消防学校において実施する。 

 

 

 

 

 

 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(2)消防指導費 

（明細書事業名）○一般指導費 

一般指導諸費 


